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企業の経営活動は，社会・経済に対してだけでなく自然界に対しても大きな
影響を与える。特に巨大工業を基礎とする現代企業の場合，その影響力は相当
なものである。それゆえ，企業経営に際しては，本来の活動（生産，販売等）
とならんで環境保護にも配慮、がなされねばならない。
生産・経済活動一本槍から，経済活動にともなう環境汚染の防止に関心を向
けるといったことは，体制に関係なく生じるものである。ソビエトの場合も，
1980年代に入って，企業の経営計画のなかに環境保護の項目が追加されている
（表－1.参照）。これは，現在のソビエトが，生産の量的な拡大・発展に力点
をおいていた50年代や60年代とは明らかに質的に異った段階にあることを示し
ている。そこで，本稿では，まず最初にソビエトにおける環境問題について検
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討する。そのうえで，環境汚染の王者と言われる電力部門における環境問題を
みていくことにする。
表3-2 技術・生産・財務計画の構成の変化
1960年代 1970年代 1980年代
(1) 生産・実現計画 (1) 技術，管理・生産組織発展計 (1) 生産・実現計画
(2) 技術，生産組織発展計画 画 (2) 技術・生産組織発展計画
(3) 労働計画 (2) 製品の質の向上計画 (3) 生産の経済効率向上の指標
(4）物資・技術調達計画 (3) 生産能力の利用計画 (4) ノルマとノルマチーフ
(5) 生産費・原価計画 (4) 基本建設，基本・経常修理計 (5) 基本投資と基本建設計画
(6）財務計画 画 (6）物資・技術調達計画
(7) 基本建設計画 (5) 労働集団の社会的発展計画 (7) 労働・カードル計画
(6) 生産・実現計画 (8）原価，利潤，収益性計画
(7）物資・技術調達計画 (9）経済的刺激フォンド計画
(8) 労働計画 (10）財務計画
(9) 原価計画 (lD 労働集団の社会的発展計画
(10）利潤，収益性，奨励フォンド (12) 自然保護と天然資源の合理
形成計画 的利用計画
（日）財務計画
（出所） 「．兄 K1mepMaH1 t1.p. OcHOBbI 3KOHOMl1Kl1 1 n』3Hl1POB3Hl151npOMbl山居間bIXnpet1.np附 rnil,
CrnT11crnKa, 1968, c. 34; OpraH113au11H, nJJaH11poBaH11e 1 ynpaBJJeH11e t1.eHTeJJhHOCTbl() npoMbI山－
JJeHHbJX叩et1.叩問mil，口Olpet1. C. E. IくaMeH11uepa,8b1c山351WKOλa, 1976, c. 11 1～112;3KOHO・ 
Ml1Ka npOMblWJJeHHOrO npOl13BOtlCTBa，口Otl06山・ pet1.C.φ．口0Kpon11BHoro,TexHIKa, 1982, c. 75 
-76より作成（笹川儀三郎他編著，「ネ土会主義企業の構造」， ミネルヴァ書房， 1985,
48ページより引用）
I.環境保護
II-1.環境汚染
人間の経済活動は，様々な生産物をもたらすと同時に数多くの廃棄物をもた
らす。それが環境（自然界）に投棄され，一定の限界をこえると環境汚染とな
って人聞社会にかえってくる。それは，大きく分けると水，大気，土地の汚染
となってあらわれる。
まず，水質汚染についてみると，ソビエトでは毎年160km3の排水が工業部門
によって流され， 2000km3の清水が汚染されると言う。水質汚染の主要な被害
としては，有害物質の廃棄によるものと温（熱）排水によるものがある。前者
(3) 
の最も危険な例としては，農薬や水銀の廃棄である。これらの物質が魚介類に
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畜積され，それが人間の体内に入ると悲惨な公害病をもたらすことになり，ま
た死の川，湖，海を生むことになる。
後者の例としては，発電所による温排水が中心となる。その主な被害として
は，次のようなものがあげられている。
① バクテリアの発生を刺激
②塩分の含有率を増大
③ 藻や植物の大量発生
④ 水中の毒性物質を刺激
このように，水質の汚染は，生命と生産活動の源である水を奪ってしまう。
次に，大気汚染についてみると，水質汚染の場合と同様に，自然の浄化作用
の限界をこえて産業によって廃棄物が放出されることによって生じる。その主
要な源泉は，重化学工業部門である（表－2.参照）。水の熱汚染（温・熱排水）
の中心であった熱エネルギ一部門が，ここでも 1位を占めている。具体的な問
題としては，燃料の燃焼に際しての酸素の大量消費や有害な排ガスの放出によ
(5) 
る衛生・健康への悪影響である。現在，火力発電所は多くの国で電力生産の中
心となっており，そこでの公害対策の成否は，経済発展と環境保護の調和とい
う現代の重要な問題の解決にとってきわめて重要な意味をもっ。
表－2 各工業部門の排出量の割合
（%：各部門の排出量／全排出量）
音日 門 排出量の割合
熱エネルギー 27 
鉄 鋼 24.3 
石油，石油化学 15.5 
金 属 10.5 
建設材料生産 8.1 
化 子"'" 1.3 
自動車輸送 13.3 
（出 所） 凡 8.「CTOB,A. 8. CbilleBa, OxpaHa叩叩Ollbl,Bbl山ヨ前回日
日 o.na,1986, c. 117.より作成
土地の汚染（侵食）は，様々な要因によって生じる（図－1.参照）。そのな
かで，人間の生産・経済活動と深くかかわるのは，技術的要因による侵食であ
る。ここでも，燃料ーエネルギー音日門が中心となる。具体的な被害としては，
露天掘りによる土地の破壊，水力発電所による土地の収用といったものがある。
その他の主要な要因としては，農業の化学化や道路の建設といったものがあ
る。上述の露天掘りにしても農業の化学化にしても，それ自身は効率（生産性）
の向上をもたらす。だ、が，その副産物として土地の汚染をもたらす。また，道
路の建設・拡張も運輸活動の効率を向上させるが，それと同時に有益な土地（農
地）の非農業的利用（収用）や緑の破壊をもたらすことがある。したがって，
建設・開発に際しては，その副作用の考慮と防止・抑制策の立案・実行が必要
となる。
II-2.環境保護対策と現状
上述のような環境汚染を防止するための出発点となるのは，環境保護に関す
る施策の計画化である。それは，以下のような手順で作成される。
（環境保護施策の計画化）
① 計画数量・品目にもとづく生産活動にともなう自然資源の収用量と汚染さ
れた廃物放出量の算定
② 科学－技術発展施策および生産管理の改善による環境に対する否定的作用
の引下げ可能性の考慮、
③ 計画期における自然保護活動能力の利用度の考慮
(i) 浄化基準の完全利用と遵守を考慮、したうえで，計画期の初めから稼動す
る生産組織による固体・液体・ガス廃棄物の最大可能浄化量の算定
(i) 計画期に除去される自然保護設備の算定（老朽化，摩耗，他企業への譲
渡）
④ 定められた期間に，最小の費用で環境保護計画で定められた課題の達成を
可能にする施策の選択
⑤ 環境保護に要する費用（投資額および経常費）に関するデータを，環境保
風による侵食（風
食，風の作用）
?????、?（??）?????（???）
加速された（人工的）侵食
水による浸食
??（??）???（??）?
図－ 1 人工的な土壌の浸食形態
刀.8. reTOB, A. 8. CbilfeBa, OxpaHa np11p01lbl, 8bIW3H山a兄山KO』a,1986, c. 44 
?
?
? ? ー ー
（出所）
護活動に利用可能な財務，物資一機械，労働資源と対比
ここで明らかにされることは，生産活動にともなう環境汚染の総量とそれを
防止する能力およびそのための源泉・費用である。これをバランスさせること
によって，環境への否定的作用を許容できる範囲内におさえこもうとするもの
である。その具体的な展開は，水，大気，土地に対する保護策として実行され
る。
水の汚染は，主に産業排水によってもたらされる。したがって，水質保護対
策は，以下にみられるように排水規制（浄化）が中心となる。
（水質保護対策）
水の浄化設備の建設・改造
循環式の給水システムの建設
貯水ゾーンの建設
熱汚染の防止策
地下水の保全とその汚染源の除去
地下層への注水のための実験コンプレクスの建設
廃物の埋葬に際しての地表および地下水の汚染の防止策
貯水池への排水および有害物質の濃縮に対する自動管理システムの導入
排水からの有用物質の採取とその利用に関する施策
部門，生産活動，地域の特徴を考慮、して立案された，水の消費量と排水量
の引下げおよび排水の水質向上のための施策
???????????
上述の施策の大半は，排水による汚染を防止する方向に向けられている。そ
の際，重要な意味をもつのは，清潔な水に対する正しい経済的評価と有害物質
(10) 
の流入に対する許容値の制定である。前者に対する評価が不当に低くなされる
と，大量の水を汚染するプロジェクトが許可されたり，また現存の企業の公害
防止努力を怠たらせたりすることになり，結果として水の汚染が拡大する。も
しも，清潔な水に対して適切芯評価が与えられるならば，水質汚染の防止策に
投資をしても利益のあがる真に経済的なプロジェクトだけが許可されることに
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なる。また，現存の企業に対しても水の節約や排水の浄化設備への投資を促進
することになる。
後者の値は，水質保護にとって直接的影響をもっ。この値が不適切な場合は，
有害排水による汚染が拡大し，衛生・健康状態を悪化させる。
施策の効果としては， 1976～80年において，浄化排水の割合が50%増大し，
汚染排水の割合が28%低下したと報告されている。
表－3にみられるように，大気汚染の防止策の中心は排ガスの規制である。
その際の基準となるのが許容値（日開府品HOnonyCTl1Mble Bb16p0Cbl：口且B）である
点は，水質の保護策の場合と同様である。具体策としては，浄化装置の設置や
燃料の品質向上がはかられている。また，廃物を出さない工法の推進もはから
れている。ただ，ここで注目すべき点は，これまでの浄化方式による大気汚染
の防止に対して否定的見解をもち，根本的解決策として，生産技術の発展や新
素材の利用および伝統的電力生産方式の廃絶をもとめる主張があることである。
伝統的電力生産方式の廃絶が具体的に何をさすのかは明らかではないが，太陽
発電や風力発電等が当面の現実的代替方式でない以上，原子力発電所の問題と
も関連して含みのある主張と言える。
表－3 主要な大気汚染防止策
方面 策 内 n廿~ 
(1）都市，住宅，企業の立地
(2) 工業企業の合理的配置（大都市から離し，農業に適していない過
設計的施策 疎地に配置）
(3）建設地域のガス汚染を低下させる工法の採用
(4) 住宅，工業企業，交通のための衛生保護ゾーンの建設
技術的施策 (1) 廃物をださない工法の導入(2）燃料の質の改善
工業企業の環境に対する否定的影響を減少させる施策
① 浄化装置をもたない新規企業の操業の禁止
組織一技術的施策 ② 排ガスの許容値（nJlB）の制定③ 工業企業の効外への移転
④都市における工業企業の新設と現存企業の拡張は，大気汚染
を発生させないことが明らかになった場合にのみ許可
（出所） TaM舵， c.125～127.より作成
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その中心をなすのは土地の再生土地の保全策はいくつかあげられているが，
?????????
。????（?
く保全策〉
産業廃物・廃水による土地の汚染の予防
経済，文化一健康，その他の活動目的にとって有用となるように，破
壊された土地を適宜かつ完全に再生すること
① 
② 
③企業が立地する地域の保全と合理的利用を保証するその他の施策
く再生対象〉
充填なしの鉱床開発による土地表層のゆがみ
露天掘りによるくぼみ
ぽた山
鉱床波深による川ぞいの低地の表層破壊
鉱泥たい積，廃物沈殿池，精鉱工場
石油，ガスパイプラインの敷設による土地表層のライン状の破壊
金属，化学工業の燃えかすと廃物のたい積
熱併給発電所，国営区発電所，ボイラーの燃えかす
ここから明らかなように，土地の主要な汚染源は燃料ーエネルギー産業であ
り，したがって，再生活動の中心的担当者は燃料ーエネルギ一部門となる。具
。母
体的な施策としては，ぽた山の平地化や植林・緑化といったことが行なわれる。
?????????
これが
確立することによって，鉱業企業やエネルギー企業を土地保全対策に向かわせる
経済的刺激が保証される。言いかえれば，この基準がないと，採掘による土地
に対する負の作用を社会におしつけた形で，個々の企業が経費節約を推進する
また，水力発電所による土地の水没にも歯止めがかからなくなる。
きれいな土地に対する正当な経済的評価である。その際にも重要なのは，
ことになる。
次に，ソビエトにおける環境保護の現状についてみると，以下のような3つ
の問題が存在する。
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① 環境や自然資源の利用に対する経済的責任の強化の必要性
② 排ガスの浄化装置は非常に高価（企業の固定フォンドの1/3，場合によって
は40～50%を占める）なため，廃物を出さない工法の開発が根本的解決法の
ーっとなる。水の保全についても，循環システムが有効
③廃物利用を妨げる要因の存在
(i）廃物の保管そのものに少なからぬ費用がかかる
(i）産業廃物の大部分が有害で危険である
まず①についてみると，すでに述べたように，きれいな環境に対する正しい
経済的評価が環境保護の出発点となるということである。
次に②・③についてみると，水，大気ともに浄化装置による浄化率は地域に
よってかなり差がある（表ーム 5.参照）。排ガスの浄化装置が非常に高価な
ために，この方式が不経済であるということだが，これは①とも関連して，清
潔な環境に対する評価と汚染者に対する経済的責任の設定のしかたによって変
わってくると言える。有効な解決策とされる廃物を出さない工法と水の循環シ
ステムについてみると，後者についてはソビエト全体の値からみるかぎりかな
り普及していると言える（表ー7.参照）。他方，高価で、危険がともなう廃物の
利用については，全体的に普及度が低いことが確認される（表－6.参照）。廃
物を保存したり利用することによって再び汚染が発生するのでは意味がないし，
またそれに従事する人聞が健康を害することになっては環境保護策としては失
格であろうから，この方式は慎重さが要求される。
表－4 共和国別の浄化排水量
浄化排水量 浄化すべき総排水量に対す
100万ma る浄化された排水の割合
% 
1985 1986 1985 1986 
ソビエト 22374 22968 59 60 
ロシア共和国 13986 14331 54 56 
ウクライナ ／ 4536 4749 78 80 
ベロルシア ／ 728 812 89 91 
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ウズベク ／ 892 936 68 70 
カザ、フ ／ 327 292 54 50 
グルジア ／ 279 265 45 44 
アゼルパイジャンか 173 206 28 33 
リトアニア ／ 88 95 21 22 
モルダビア ／ 223 155 84 58 
ラトビア ／ 118 125 32 35 
キルギス ／ 183 152 94 95 
タジク ｝ 187 190 76 74 
アルメニア JI 359 352 67 60 
トゥjレクメン l 21 14 95 95 
エストニア ／ 274 294 58 60 
（出所） Hapo.aHoe Xo3副CTBOCCCP 3a 70 .neT. 1987, c. 613. 
表－5 各共和国の首都およびレニングラードにおける
大気汚染の防止
ガス塵挨捕集機により無害 有害廃物のうち無害化され
化された有害物質 たものの割合
1000トン % 
1985 1986 1985 1986 
モスクワ 647 648 62 62 
レニングラード 529 537 67 67 
キエフ 176 134 64 60 
ミンスク 184 182 62 61 
タシケン卜 55 61 48 52 
アルマーアタ 152 155 74 76 
トビリシ 20 25 31 38 
パクー 374 337 43 41 
ビリニュス 22 22 47 44 
キシネフ 37 37 43 42 
リガ 170 162 80 79 
フルンゼ 558 538 86 86 
ドゥシャンペ 326 411 91 92 
エレパン 35 44 36 34 
アシノ、バー ド 14 12 39 37 
タリン 194 210 82 82 
（出所） TaM )f{e, c.615. 
表－6 各共和国における浄化された有害物質の利用
量 浄化された全有害物質量に
1000トン 対する利用された浄化有害
物質の割合 % 
1985 1986 1985 1986 
ソビエト 101779 101425 49 49 
ロシア共和国 63563 62765 52 51 
ウクライナ ／ 15117 14305 43 42 
ベロルシア ／ 2576 2737 80 83 
ウズベク ／ 1824 1952 63 64 
カザフ / 7785 8093 28 29 
グノレジア ／ 356 386 58 74 
アゼルパイジャン刀 751 781 78 82 
リトアニア / 1295 1296 88 88 
モルダピア ｝ 1705 1844 78 82 
ラトビア ／ 339 365 65 70 
キルギス ／ 429 509 39 46 
タジク ／ 380 479 70 74 
アルメニア ／ 629 591 93 86 
トゥノレクメン ／ 194 224 70 78 
エストニア J 4836 5098 57 67 
（出所） TaM >Ke, c.615. 
表－7 各共和国における水の循環利用
量 生産用に利用された水の総
km3 量に対する循環利用の割合
% 
1985 1986 1985 1986 
ソビエト 244.4 250.9 69 70 
ロシア共和国 145.7 153.7 70 72 
ウクライナ ／ 59.5 57.9 78 78 
ベロルシア ／ 7.0 8.0 81 83 
ウズベク ／ 6.5 7.3 49 53 
カザフ ｝ 11.5 12.1 60 61 
グルジア J 1.0 1. 0 37 37 
アゼルノてイジャン刀 1.8 1.8 38 39 
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リトアニア ／ 2.9 2.9 57 52 
モノレダピア ／ 0.8 0.8 23 23 
ラトビア ｝ 0.5 0.5 56 56 
キルギス /l 0.4 0.6 39 47 
タジク /l 0.6 0.8 53 57 
アルメニア }} 2.3 1. 8 82 78 
トゥlレクメン ｝ 0.6 0.6 21 23 
エストニア /l 0.9 0.9 26 25 
（出所） TaM附， c.613.
このように，環境保護の問題は，自然界に関する問題であると同時にきわめ
て経済的・社会的問題である。そこで，環境問題に対する現在のソビエトの社
会状況をみていくことにする。
環境問題に対する現在のソビエトの状況の一端を示すものとして，生化学工
場をめぐる記事が紹介されている。そこで，少し長くなるが，工場関係者や市
民の発言をいくつか引用して検討する。
アレクサンドル・シチェカトゥルノフ（生物学者，工場のビタミン生産工場
長）
「工場が操業を停止すれば，われわれは損害をこうむる。正直を言えば，
わが工場のせいで病気が増えているかのような説を，私は特に信用してい
ない。むしろ集団ノイローゼのようなものでないか。だれかがそれを煽っ
ているのだ……」
アナトリー・ゼムリャノイ市長
「われわれは市民の利益を代表しているが，工場の従業員も市民だ。失業
させるわけには行かない。」
リュドミラ・ニキーチナ（生化学工場労働者）
「私の子どもはゼンソクだけど，工場は閉鎖させたくない。確実な浄化施
設があればいいはず、。」
-183-
ウラジーミル・クシリエフ自然保護協会市支部セクション議長（郵便局員）
「われわれが市当局に反対してると思うのは間違いだ。解決策はみんなで
探さなければならない。そのためには自由にものが言えなければ。J
アンドレイ・ルーキン（年金生活者）
「工場を閉鎖せよとは言わないが，操業を停止したら呼吸が楽になったよ
うな気がする。結構な約束はこれまで何度もあったが，こんどこそ完全浄
化を実現してほしいものだ。」
ここで興味深いのは，環境問題については体制とは無関係に共通の現象がみ
られることである。まず第1に，一般市民の願いとしては，きれいな環境のも
とで住みたいというすなおな要求である。これは，どこの国の人にも共通の願
いである。だが，経営者には，このような環境保護運動が一部の活動家によっ
てあやつられたいかがわしい行動とうつる。この点、も体制の違いをこえた共通
の認識である。次に，当該工場（企業）に勤務する者のジレンマ（環境保護も
大事だが，自分の勤める工場がつぶれるのも困る）もそうである。行政当局の
態度も，ほぽ同様である。
このように，環境問題をめぐっては共通の現象が確認された。では，どちら
の主張が通るのかとなると，ソビエトの場合もやはりその時の社会状況による。
つまり，産業推進派と環境保護派のどちらに追い風がふいているかということ
が重要になる。現在のソビエトでは，環境保護派のほうに追い風がふいている
（！？） 
ょうである。ただ，この流れが，量から質への転換というソビエト社会の体質
の転換と関連しているのか，原子力発電所のクリーンさの主張と関連している
のか，あるいはその両方と関連しているのか興味深いところである。
II.電力経営と環境保護
経済発展と環境保護の両立は，現代社会がかかえるきわめて重要な課題であ
る。本稿が対象とする電力部門は，この2つの領域において中心的な役割をは
たす。前者との関係で言えば，電力部門は現代の産業・経済を支える動力源と
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して重要な役割を担う。特にソビエトの場合，伝統的に電力部門は経済建設の
中心にすえられており，この方針は現在にもひきつがれている，他方，後者と
の関係でみれば，電力部門は環境汚染をもたらす主要な源泉でもある。
このように，電力部門は言わば「善玉」と「悪玉」の両方の役割を演じてい
るのである。それゆえ，電力経営における環境保護問題を検討することは，現
代社会の課題の解決にとって重要な意味をもっo そこで，発電所のタイプ別に
環境に対する影響を検討し，ついでそこでの対策・現状についてみていくこと
にする。
III-1.火力発電所と環境問題
火力発電所は，現在電力生産の中心（総発電量の75%）を占めており，ここ
での環境問題は大きな意味をもっ。火力発電所による環境への影響の形態とし
ては，以下のようなものがある。
① 有害物質を含んだ排ガスの放出
② 温排水の放出（相対的に低い効率（K口且）で操業する場合）
③ 除灰装置から鉱物塩を含んだ水の放出
④ 有機燃料の燃焼に際しての大量の酸素の消費
ここから明らかなように，火力発電所による汚染の中心は，排水と排ガスに
よる水と大気に対するものである。排水による水質汚染や水温の上昇について
は， II-1で示されたような被害をもたらす。火力発電所は水の大口需要者で
あるだけに，その影響も大きい。
排水とならんで排ガスによる影響も大きな問題となる。図－2にみられるよ
うに，火力発電所は，炭素酸化物（COx），二酸化硫黄（S02），窒素酸化物
(NOx）），灰を放出するが，最も危険とされるのは S02である。もう一つの有
害廃物は， NOxである。 NOxの発生は燃料形態ではなく燃焼のさせかたに依存
するため，天然ガスにきりかえるだけでは解決にならず， NOxの発生を抑える
施策が必要になる（表－8 参照）。これらの二種類の排ガスは大気汚染の主要
因となり，また動植物や人間の生命・健康に悪影響をおよぼすだけに，その対
策がきわめて重要になる。
表－8 二酸化窒素の発生
N02の含有量 g/ms 
石 炭
設 備
乾燥した燃えかす 液状の燃
天然ガス 重 油 えかす
エキバストス カンスコーア ドネツ
チンスク A山，「C山
火力発電所のボイラー
420～480トン／時 0.45/0.20 0.45/0.30 0.70 0.50 1.20 
300メガワットのエネ
ルギー・ブロック 0.70/0.35 0.70/0.40 0.90 0.70 1.40 
500, 800メガワットの
エネルギー・ブロック 0.95/0.45 0.95/0.55 1.10 0.90 1.60 
分子：抑制策をとらなかった場合の値
分母：最も簡易な抑制策をとった場合の値
（出所） B.兄 Pb1山KHHH ./lp., TenJIOBbie 9JieKTpw.iecKne cTaHUHn, 3HeproaTOMH3.llaT, 1987, c. 257. 
直接的な危険度は S02やNOxほどではないにしても，地球の温度変化をも
たらす C02も軽視できない問題である。また，低品質の安価な石炭を火力発電
所の燃料に用いるというソビエトの燃料政策は，灰・粉じんの処理という困難
な問題を発生させている。この困難さは，技術的な点よりもむしろ経済的な点
である。低品質炭ほど安価であるが，大気汚染の防止に要する施策が高くつく
ようになる。したがって，個別企業の採算だけからみると，大気汚染防止策が
あまり高価になると，低品質炭の経済的メリットが低下する。だが，集灰装置
なしで燃焼させると個々の企業の経費は節約されるが，大気汚染が深刻化し社
会にとってはマイナスとなる。すでに述べたように，ここでも清潔な環境（大
気）に対する経済的評価の問題に直面する。それに加えて，個々の企業の利益
と社会の利益の調整という社会主義経済管理にとって本源的な問題とも関連する。
また，灰・燃えかすの放出は，土地の汚染問題もひきおこす。特に石炭を燃
(XJ σ、
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火力発電所と環境の相互作用
（出所） B.兄 PbDKKHH1 ./lp., TenJIOBbie 3JieK叩附ecKHeCTaHUJ1H, 3HeproaTOMH3,llaT, 1987, c. 251. 
図－ 2
料とする大型火力発電所の場合， 1年間に1500ha（中規模コルホーズの面積の
半分に相当）の土地に灰・燃えかすをまき散らすと言われる。なお，火力発電
所に燃料を供給する炭田のかなりのところでは露天掘りが行なわれており，こ
れもまた土地に悪影響を与える。確かに，これは火力発電所自身の直接的作用
ではないが，火力発電所の燃料に安価な低品質炭を供給するという政策がつづ
くかぎり，火力発電所の操業と関連して発生する問題である。
III-2 水力発電所と環境問題
水力発電所の特徴は，操業に際して環境汚染をもたらすことがないという点
である（表－9.参照）。また，大気汚染や土地の汚染と深く関連する有機燃料
の採掘と燃焼の問題も存在しない。さらに，水利面でもいくつかのプラスの影
響をもたらす。この点では，環境汚染の中心的存在と言われる電力部門のなか
にあって，水力発電所はきわめてクリーンな存在と言える。
表－9 水力発電所の利点と問題点
利 占 問 題 占
(1）水が再利用される (1) 土地の水没
(2) 燃料の採掘・輸送の必要がない (2) 浸水
(3) 環境を汚染しない (3) 岸・底の変形
(4) 水運・航行の改善 (4) 水量減少
(5) 都市・工業中心地への給水の改善 (5) 河川の水利的・水生生物学的状況の変化
(6) 濯概の発展 および動物の移動
(6）地震の活動の強化
（出所） 凡 8.「eTOB,A. 8. Cbt'!esa, YKa3. co可.， c. 152～154; 1. M. ApTK>nma, 8. P. OKopoKos, 
MeTOJJ.bt TeXHHKO・9KOHOMl1'!eCKO「oaHaJ1113a B 9HeprernKe, HayKa, 1988, c. 191.より作成
だが，広大な土地を水没させる水力発電所の建設は，否定的な影響も与える。
具体的な問題としては，農地や有益な土地が水没させられたり，水利条件の変
化によって水質汚染が生じる地域がでるといったことである。これは人間の健
康に悪影響を与えるだけでなく，動・植物にも否定的影響を与える。したがっ
て，水力発電所の建設に際しては，そのプラスとマイナスを適切に評価するこ
とが必要になる。これも，やはり清潔な環境に対する経済的評価の問題に帰結
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する。
III-3 原子力発電所と環境問題
原子力発電所の環境に対する影響は，火力発電所と共通する部分と異なる部
分がある。共通するものとしては，温排水の問題である。これについては， I
-1で示されたような影響を与える，他方，異なる点あるいは最も問題となる
点としては，放射性廃棄物による環境汚染の危険である。だが，火力発電所に
対する原子力発電所の利点として，有機燃料の採掘・燃焼による土地・大気の
汚染が生じないといったことがよく指摘される。また，エコロジー的にみて，
原子力発電所のほうが火力発電所よりクリーンであるという主張もなされてい
る。そこで，環境保護という点からみて，窒素酸化物や亜硫酸ガスを出さない
という原子力発電所のプラス面が放射性廃棄物というマイナス面をおぎなって
あまりあるものかどうかということをみていく。
原子力発電所の操業に際しての安全は，以下の 3つに集約される。
① 原子力発電所職員の安全の保証
②付近の住民の安全の保証
③ 放射能による環境汚染の防止
このような安全を保証するために必要なことは，まず第1に原子力発電所の
外部へ放射’性廃棄物を出さないということである。これによって，住民と環境
の保護が可能となる。それと同時に，発電所内での職員の被曝を防止すること
である。そのためには，職員が作業・管理する区域の安全が確保されねばなら
ない。
ところで，上述のような安全を保証するためには，きわめて単純なことだが，
発電所が事故を起こさずに正常に稼動することが必要になる。また，仮に事故
を起こしたとしても，その被害を局限化する機構が必要になる。そのための施
策として，次のような 4つのカテゴリーが設定されている。
① 正常稼動の保証機構
② 防御機構
③ 緊急炉心冷却システム
④ 局限化機構
また，このような安全システムの設定の際には，起こりうるような最大級の
(28) 
事故が想定されているのである。したがって，理論的には原子力発電所は安全
面では完壁となるはずで、ある。実際，ソビエトも原子力発電所の安全性には大
きな自信をもっていた。だが，現実には事故は起きたのである。そこで，チェ
ルノブイリの事故に関する報告をもとに，原子力発電所が事故を起こすと一般
市民の生活にどのようなことをもたらすのかということを検討する。
チェルノブイリの事故は， 50メガ・キュリーの放射性物質を放出し，人的被
害としては死者31人，入院患者300人と11.6万人の疎開をもたらした。人々をま
きこんだ最初の出来事は，情報不足と交通機関の切符の投機（ヤミ値による高
騰）である。また，疎開に際しては，次のようなエピソードが紹介されている。
「二人の村の老婦人についての悲しい話を，後に民警が私に教えてくれた。
彼女らは長い間『がまん強く』隠れていたので，現地調査の後でさえ見つか
らなかった。老婦人達が隠れ家から出てきたのは， 5月28日であった。すぐ
に病院に収容された。 1人は85才で，もう l人は74才であった。もちろん，
このような年齢で生まれた家を離れ，住み心地のよい土地を離れるのは非常
に困難なことである。彼女らをとがめることはできない。ただ，健康で静か
な老年をすごせるよう祈るだけである。」
通常，原子力発電所は人口密度の低い農村地区に建設されることが多く，そ
のようなところでは老人の割合が高い。したがって，わが国でも原子力発電所
が事故を起こせば，このような事例の発生は十分に考えられることであり他人
事ではない。
放射線による発ガン率の増加は過大に見積っても 1～1.5%で，実際はもう少
し低くなるだろうと報告されているが，これについては今後の継続的な調査を
待たねば正確な判断は下せないであろう。
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(34) 
事故による経済的損失は20億ルーブルと言われる。表－10から明らかなよう
に通常の火力発電所の単位投資額は120～160ルーブルであるから， 20億ルーブ
ルは火力発電所の出力で1200～1600万kW程度に相当する。これは，11次5ヶ年
計画期（1981～85）の火力発電所の新規出力増加分の日～73%に相当し，また
12次5ヶ年計画期（1986～90）の計画値の36～48%に相当する（表－11.参照）。
表－10 1 kWあたりの価格（ルーフゃル／キロ・ワット）
発電所 IkWあたりの価格
国営区発電所＊ 120～160 
熱併給発電所 140～250 
原子力発電所 200～300 
水力発電所 200～500 
ガスタービン 110～120 
蒸気ガスプラント 115～125 
＊火力発電所をさす（引用者）
（出所） A. A. 4epttyx11H，的.H.伽 aKcepMaH,3KOHOMl1Ka 3HepreTl1Kl1 
CCCP, 3tteproaTOMl13.llaT, 1985, c. 132. 
表－11 出力増大の基本方向
増 加 出 力 1981～1985年と比較
出力構造 1981～1985年 1986～1990年 して， 1986～1990年
100万kW % 100万kW* %＊ に増加した出力
100万kW* %＊ 
発電所（新設および拡 47.5 100 83.1 100 35.6 174 
張）
そのうち
水力発電所 9.1 19.1 9.3 11.2 0.2 102.2 
火力発電所 22.7 47.7 33.3 40.1 10.6 146.7 
現存の発電所の更新お
よび修復による出力の 0.8 100 2.2 100 1.4 2.7倍
増加
そのうち
火力発電所 0.8 100 1. 9 86.4 1.1 2.3倍
水力発電所 0.3 13.6 0.3 
＊ チェルノプイリの事故の分析結果にもとづいて，年間計画作成に際して増加出力は修正
がなされた。
（出所） 日0且pe.1.,A. A. Tpo11uKoro, 3tteprernKa CCCP B 1981 -1990 ro.1ax, 3tteproaroaTOMl13.llaT, 
1987, c. 260. 
経済性・清潔性の両面で火力発電所を上回るとされる原子力発電所だが，た
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った l回の事故で11次5ヶ年計画期の火力発電所の新規出力増加分の1/2～3/4
に相当する投資額を，また12次5ヶ年計画期の計画値の1/3～1/2に相当する投
資額をくいつぶしたことになる。火力発電所は確かに有機燃料の燃焼によって
窒素酸化物や亜硫酸ガスを排出するが，それは現在の技術力である程度防止し
える。また，原子力発電所に比べて成熟・完成した技術である火力発電所の場
合，新規に導入された出力（発電所）は安定的操業が期待できる，それゆえ，
たとえ確率的には事故を起こすことがめったにないとしても， 1度事故が起き
た時の被害の大きさを考えると，火力発電所に対する原子力発電所の利点（窒
素酸化物や亜硫酸ガスを出さないこと）はかなりささやかなものとなる。
III-4 環境保護対策と現状
環境保護対策は電力部門でも様々なものが採られており（表－12，図－ 3.
参照），そのなかで技術的にある程度解決しているのは水の循環・再利用と大気
汚染の防止策である。問題は，経済性についてである。
表－12 電力部門における環境保護対策
発電所 対 策
(1) 固体燃料のガス化および水素添加（灰分の除去と脱硫）
(2) 集灰装置
火力発電所 (3) 脱硫および硫黄の浄化(4) 窒素酸化物形成の抑制（燃焼温度の引下げ）
(5) 循環方式による水利用
(6）排水の浄化と再利用
(1) 水没，浸水およびその他貯水池による作用から，土地および農業企業
を保護する技術的施策
(2) 瀧概，干拓，その他の技術的施策の導入によって，水没しなかった農
水力発電所 地の根本的改善を行なう
(3) 新地開拓による土地フォンドの再生
(4）建設される貯水池の水利的，生物的，レクリエーション的資源の利用
による，新部門の組織および現行部門の発展
（出所） 口O.lpe.l., A. M. HeKpacoBa, A. A. Tpo114KOro, 3tteprernKa CCCP B 1981 - 1985 ro.lax, 
1981, c. 320～322.；日O.lpe.l., A.「.)K11Mep11tta, CoBpeMeHHb1e npo6ぽ Mbl3HeprernK11, 3tte-
proaTOMl13.llaT, 1984, c. 9.; JI. B. reTOB, A.B. Cbl町民 yKa3.CO可.， c. 156-157; B.兄 Pb1・
KHH 1 .lp., YKa3. co4., c. 252～257. より作成。
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（最適ノてリアントの選択基準）
32.:'=39・y+39K + Y一→ min
ここで； 39・yーエネルギー設備の建設・操業費， .39K•一環境保護施策の
経済的評価， Y一環境汚染による国民経済の損失
上の式は現在ソビエトで採用されている基準であり，これは，環境汚染防止
にかかる費用と汚染による損失の最も小さいものを選択するというきわめて当
然な結論を示している。だが，実際には 39Kもy も小さくなるというような理
想的状況はめったきない。むしろ，ジレンマのほうが多い。例えば， Yを引下
げようとすると 39Kが大きくなり，企業・部門の採算を悪くする。逆に 39K
を節約すると， Yが増大し社会的損失が大きくなる。すでに述べたように，環
境問題は清潔な環境をどのように評価するか（ここではYの評価）ということ
に深く関連する。実際に起こりうる危険性としては，環境汚染による損失（ Y) 
が不当に低く評価され，その結果汚染防止策を節約するようなバリアントが選
（部）
択されることである。 Yの計量化は困難な問題だけに，起こりえることである。
このことは，水力発電所によって水没させられる土地の評価についてもあては
まる。水没させられる土地の有益性が低く評価されると，同じような危険が生
じる。
他方技術的にもまだ未解決のものは，温廃水の問題と放射性廃棄物対策の安
全性である。火力発電所や水力発電所に比べて技術的に未成熟・未完成である
原子力発電所の場合は，安全性についてまだわからないことが多いというのが
実状であろう。それを示す次のような発言がある。
レガソフ・アカデミー会員
「RBMK型炉の原発では別の安全対策がとられており，頑丈なコンクリー
トの覆いがしてある。これは世界のどんな原発のどんな円屋根にも劣らぬ
ほど確実に炉心を守る。炉の建屋内部のこの障壁は万一事故が起こった場
合，それなりの役割を果たすだろう。不幸にも，建屋内に発生する蒸気ま
たはガスの爆発力が大きい場合，外部の障壁は必ずしも持ちこたえるとは
ア一寸パリ吋に｜貯蔵
低レベル放射’性 I I l化学的再処理｜
廃棄物 I ↑ I 
使用済燃料の ｜ 低レベル放射性
再生 ｜ 廃棄物
中レベル放射d性 I I I 
｜ スブアルト固化 ｜ 
廃棄物 I I I 
高レベル放射性
廃棄物
中レベル放射性
廃棄物
I: I 
図－3 原子力発電所の放射性廃棄物の再処理
-193-
（出所） YI. M. ApTJOrnHa, B. P. OKopoKOB, MeTO且blTeXHHKO -9KOHOM山氏KOroaH制 H3aB 9HeprernKe, 
HayKa, 1988, c. 186. 
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限らない。」
ビクトル・シドレンコ（ソ連国家原子力産業安全運転監視委員会第1副議長・
アカデミー準会員）
「壊れれば放射能が漏れる恐れがある原発のすべての要素はコンクリート
で保護されなければならない。もちろん，チェルノブイリ原発の 4号ユニ
ットも保護されていた。だが設計者たちは，爆発がこんなにも強力で，保
護設備が破壊されるとは予想していなかった。私はいまでも，たとえばチ
ェルノプイリ並みの打撃に耐えるにはコンクリートの覆いの強度がどれだ
けでなければならないか，正確に言うことはできない。」
二人の発言から明らかなように，原子力発電所の基本的防御策であるコンク
リートの必要な強度についてもわからないというのが現実である。さらに，原
子力発電所が無事故で稼動しつづけたとしても，放射性廃棄物の保管・処理の
問題がある。これも，発電所の操業と同様に不確定な要素が多い。したがって
(3由
現在の処理方法の安全性については見解が2つに分かれているD その結果，不
確定な状態（安全とも危険ともわからない状態）で操業と廃物処理が行なわれ
ているのが現状である。
IV 結び
現代のように巨大な産業が発達した社会では，人間の経済活動は環境に大き
な影響を与える。しかも，それは自然の自浄作用をこえる場合が多く環境汚染
をひき起こす。経済活動の目的が生活水準の向上であるなら，環境保護は絶対
に解決されねばならない問題となる。このような認識はソビエトでもなされて
おり，環境保護派に追い風がふいていることはすでに述べたとおりである。
電力経営と環境保護を考える場合，現在さけて通れないものとして原子力発
電所の問題がある。原子力に対するソビエトの態度は推進の方向であり，これ
はチェルノブイリの事故の後もかわっていない。その根拠としてあげられてい
(4D 
るのは，原子力発電所は火力発電所より清潔であるという主張である。原子力
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発電所がもっこの利点はささやかなものであるということはすでに述べたが，
それに加えて，原子力発電の推進にともなう社会的な問題がある。それは，
原子力発電所の運転にともなって生じる核燃料の輸送や放射性廃棄物の管理と
いう問題である。ソビエト政府も過激派やテロによる危険性については認識し
ている。石炭や石油なら盗まれたり漏れたりしてもいいというわけではないが，
影響力（被害の大きさ）が全く異なる。したがって核燃料・廃棄物に対しては
非常にきびしい管理が必要であり，この点については体制の違いや原子力の利
(43) 
用に対する立場の違いは関係ない。東側・西側を問わず原子力の利用を推進す
れば必ずきびしい管理が必要となり，また小さなミスがとりかえしのつかない
事故を生むという危険性をもった社会となる。そこで，そのような状況を受け
入れるか否かという社会的選択の問題に帰着する。言いかえれば，この選択が，
現在および将来における電力経営と環境保護の方向を決定するのである。
（注）
(1) 「生物圏に対する主要な汚染源のなかで，電力産業は第 1位を占める。」A.n. 
口3.l3JIKO，「.6.日eKeJIHC, 3KOHOMHKa 3λeKTP09HepreT11YecK11x c11cTeM, 8b1山ヨ白山a只山KOJia,
1985, c. 303. 
(2）凡 B.「eToB, A. B. CbI可eBa, OxpaHa nptpO.lbI, Bbl山9t山aH山KOJia 1986, C. 95. 
(3) YI. P.「0λy6eB, IO. H. HoBHKOB, 0Kpy)l{a!OI.Ua只Cpe,la1 ee OXpaHa, npoCBe山eHtte,
1985, c. 84, 87.参照。
(4) TaM )l{e, c. 59. 
(5) 現在から近い将来にかけて火力発電所が電力生産の中心である以上，そこで用い
られる燃料が環境問題にとって重要な意味をもっ。
「天然ガスを用いた一定出力の火力発電所が1年間に26トンの亜硫酸ガスを出す
とすると，重油を用いる同出力の火力発電所は 1年間に12万トンの亜硫酸ガスを，
また石炭を用いる同出力の火力発電所は 1年間に30万トンの亜硫酸ガスを出す。一
方，世界の火力発電所の80%以上は固体燃料を用いて操業している。」凡 B.
「eTOB,A. B. Cb1lJeBa, YKa3. co可.c. 118. 
(6) 「土地に対する人間の非農業的作用のなかで，エネルギー資源の採掘によるもの
がきわだっている。これによって土地表層が破壊されるだけでなく，水や熱といっ
た複雑な自然体系が破壊される。」日O.lpe≫-., A. M.λeBHHa, OxpaHa 0Kpy)!(a10mei1 cpe.lbI, 
Bbl山3H山a冗山KOJia, 1985, C. 96. 
(7) 土地集約度（占有する土地／投資 100万ループル）について，以下のような数値
が示されている（単位はヘクタール）
泥炭採掘
水力発電所
鉱業
1975 1980 
560 470 
320 300 
6.1 5 
λ. B.「eTOB, A. B. Cb1tJesa, YKa3. col., c. 40. 
(8）口O.lpe.l., r.日.KHnepMaHa, OcHOBbI 3KOHOMHK九 opraHH3aUHHH nJiaHHPOBaHHH npoH3BO・
.llCTBeHHblX 06be.llHHeHHH 3KOHOMHKa, 1987, c. 257～260. 参照。
(9) TaM )!(e, c. 261～262. 参照。
(10) 1985年時点、で， 1000以上の有害物質に対する許容値（口peAeJibHO且onyeTHMbieKoHue-
HTpauHH：口且K）が制定されている。 l1.P.「0λy6eB，的.B. HoBHKOB, YKa3. col., c. 91. 
(1）凡 B.「eTOB, A. B. Cb1tJeBa, YKa3. co札， c.94. 
(12) TaM )!(e, c. 127～128. 参照。
(13) TaM )!(e, c. 58; DOA pe)l.，「．日.KHnepMaHa, YKa3. co可.， c. 266. 
(14) l1. P.「oJiy6eB, IO. B. HoBHKOB, YKa3. col., c. 15. 参照。
(15) TaM )!(e, c. 96, 132.; 凡 B.reTOB, A. B. CbilJeBa, YKa3. co可．， c. 181.; 口0江06叫・
pe且.， B.B. OcMOJIOBCKOro, 0praHH3a日目九日λaHHPOBaHHeH ynpaBJieHne )le兄TeλbHOCTbぬnpOMbト
山JieHHOro06be)lHHeHH兄， Bbl山3抗山a冗山KOJia, 1984, C. 88. 
(16) 「今日のソ連邦」，第15号， 1988, 54～59ページ参照。
(17) 環境保護の必要性を訴える記事や環境保護派の出張・行動を伝える記事が，最近
頻繁に紹介されている。「今日のソ連邦」， 1987，第17, 18, 20 ; 1988，第 1, 7' 
19号，参照。
(18) M. A. CyJITaHOB, 3HeprerntJecKa河口porpaMMaxxvr Cbe3且aKnee, .lloHH山， 1985, 
c. 4.参照。
(19）口0.lpe)l., A. M. HeKpacosa, A. A. TpOHUKOro, 3HepreTHKa eeeP B B 1981 - 1985 
ro≫-ax, 3HeprOH3凪T, 1981, C. 307. 参照。
。） l1. M. ApnornHa, B. P. OKopoKOB, MeTO.llbl TeXHHKO -3KOHOM則氏KoroaHaJIH3a B 3Hepre・
THKe, HayKa, 1988, c. 179. 
(21) 「火力発電所の大気に対する有害な作用の防止は，諸問題の解決に際して最も困
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難で長い時間を要する課題となる。またその解決のためには，燃焼前の燃料の質の
改良，燃焼技術の変更・改善，有害排ガスの除去や国民経済による棄物の利用とい
ったことに関する技術的施策の広汎な導入が必要となる。」日0江peJl., A. M. HeKpa-
coBa, A. A. Tpo111.1.Koro, YKa3. co可.， c. 313. 
(2) 1. M. ApTl{)rHtta, B. P. OKopoKOB. co可.， c. 180. 
(23）凡 B.「eToB,A. B. Cb1YeBa, YKa3. coY., c. 39. 
(24) 「数千をこえるわが国の様々な貯水池は，約500万ヘクタールの農地を占有してい
る。例えば，プラーツクの貯水池は16.7万ヘクタールの農地を水没させた。また，
カホフ，クレメンチュク，ドニエプロージェルジンスキー水力発電所の貯水池によ
て水没させられた50万ヘクタールのうち， 18.8万ヘクタールは農業に適した土地で
あった。」 TaM)f{e, c. 152. 
(25) 「原子力発電所は，火力発電所より環境に与える悪影響は小さい。」 1.P.「OJiy6eB,
IO. B. HoBHKOB, YKa3. cotJ., c. 150. 
「エコロジーの点からみて，原子力発電所は十分に安定的であるし，いくつかの
点で有機固体燃料を使用する火力発電所よりすぐれていると言うことができる。」
A.日.na且aλKO，「.5.日eKeJ111c, YKa3. co可.， c. 304. 
(26）口oλpeJl.,B. B. MarneeBa, AnnapaTypa KOHTPOJIH pa)l1au1ottoi1 6e3onacttocT11 A3Cc 
BB3P 1PbMK, 3tteproaTOMI13JlaT, 1987, c. 5. 
(27) A. C. MottaxoB, ATOMHbie 3JieKTp11YecK11e crntu11 1 1x TeXHOJIOrHtJecKoe o6opy JlOBat1e, 
3tteproaTOMI13且aT, 1986, C. 102. 
(28) TaM )f{e, c. 102. 
(29) 「最初の原子炉の稼動から現在にいたるまで，発電所の職員や住民の健康に悪影
響を与えたり水・土地・大気の汚染をもたらしたりするような原子力発電所の事故
は，ソビエトでは一度もなかった。しかるべき予防手段の採用が，原子力の発展の
絶対的安全性を可能にしてきた。」 1.P.「0押6eB, IO. B. HoBHKOB, YKa3. co可.， c. 151. 
(30) A. B. 1川 e山， A.E.口paJibHHKOB, PenopTa)f{ 13可epH06blλ只， Mb!CJ!b1987, c. 148, 
150. 参照。
(31) TaM )f{e, c. 21, 22. 参照0
(32) TaM氷e, c. 29. 
(3) TaM )f{e, c. 81. 参照0
(34) TaM )f{e, c. 137. 
(35) 1. M. ApTl{)rHHa, B. P. 0KopoKOB, YKa3. cotJ., c. 193. 
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(36) 「損失の意味は，エネルギー設備の環境に対する有害作用によって国民経済に加
えられる損害の価格表現である。損失の大きさは，有害廃棄物の量・性質に依存す
る。損失は様々な部門にわたるものであり，それは，工業，運輸，農業，保健にお
ける損害として加えられる。このことは，損失の量的評価を困難にしている。」 TaM
附， c.193～194. 
(37) 「今日のソ連邦J，第17号， 1986,44ペー ジ。
(38) 「今日のソ連邦」，第8号， 1987,51～52ペー ジ。
(39) 森一久，「原子力安全論争の行方」：小野周，「原子力発電の安全性」（日本物理学
会編，「原子力発電の諸問題」，東海大学出版会， 1988，所収）。
例） 原子力利用の推進の公式的態度は変わっていないが，原子力発電所の新設にはか
なり慎重になってきている。
朝日新聞， 1988,12月25日：「今日のソ連邦」，第23号， 1988，参照。
制） ニコライ・ルニコン・ソ連原子力発電相は，以下のように原子力発電の必要性の
根拠を示している。
「化石燃料の枯渇はこのさい言うまし」われわれはまだ全地球規模の生態学的問
題の重大さを十分認識していない。酸性雨に対しても無関心だし，学者たちが警鐘
を鳴らしているのに，世論はまだ積極性を発揮していない。オゾン層の破壊はどう
か？これは南極上空の話，どこか遠くのミステリアスな話だと思っている。温室効
果は？気象学者たちが，地球の温度上昇による破局的な結果を予告して警鐘を鳴ら
し始めたというのに，われわれはこれまたあまり実感していない。ところが，これ
らの現象の主要な原因は化石燃料の採掘量の増加で，その主要な目的は火力発電な
のだ。その上，火力発電は酸素の最大の消費者で，酸素の消費にも限界があると考
えられている。」「今日のソ連邦」，第9号， 1988,36～37ペー ジ。
似） M.A. CλyraHoB YKa3. co可.， c. 18. 参照。
ω 向坂正男，大島恵一編，「市民のための原子力」，電力新報社， 1976；高木仁三
郎，「プルトニウムの恐’怖」，岩波新書， 1981，参照。
王E
?? ?
雲乏 （富大経済論集第 35巻第 1号｝
頁 訂正箇所 誤 正
1 0 3 1 2 伝われている 伝えられている
1 7 2 2 1 npe且口pロJITilH npe且ロpnRTH話
1 9 2 2 3.E 3.r 
1 9 6 1 1 OObe,znrneHH読 3KOHO胞はa oo:oe耳目HeHH首3 3KOHO胞はa
II 1 3 且onyeTH陥，1e 五o口YCTH地 1e
1 9 7 1 7 A3Cc A3C c 
II 1 8 P'bMK PEMK 
2 7 0 4 行使したのである． この 行使したのである。 この
